
平成 25 年度実績に関する施策・基本事業評価表（兼 主要な施策の成果報告書）
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Ｇ．事業費　（定義式　：　Ｂ／人口 ）

・市内で住宅を取得し定住する人が増えています。
・空き家が減少し良好な住宅街が形成されています。
・安心して快適に住み続けられます。

社会福祉課

－　うち基本事業③を構成する事務事業の数（うち自治事務数）

　うち基本事業②を構成する事務事業の決算額小計

Ｅ．人件費　（Ｄ×１時間あたりの平均人件費）
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23年度実績

（
地
域
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そ
の
他

　うち基本事業②を構成する事務事業の数（うち自治事務数） －

・空き家所有者との意思疎通を図り、空き家情報の確保に努めます。
・個人住宅の耐震化や高齢者・障がい者のためのバリアフリー化に対する支援を行います。
・老朽化した市営住宅の整備に取り組みます。

共通目標名

－

－

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

・住み慣れた地域で、住宅を取得するように努めます。
・空き家バンク制度を活用します。
・住宅の耐震化を図ります。

安全で快適な暮らしやすいまち

17

都市計画課

2

行
　
政

Ｄ．事務事業に要する年間総時間

　うち基本事業①を構成する事務事業の決算額小計

　うち基本事業③を構成する事務事業の決算額小計

Ｃ．施策に携わるのべ正規職員数合計

　うち基本事業④を構成する事務事業の決算額小計

住宅対策の推進
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1,250,000

0300,000

10,900,000

１次評価結果

Ｃ

Ｂ

1,750,000

55,705

予算残額（円）

14,272,000

一般会計

一般会計

一般会計

空き家対策支援事業

建築確認申請送付事務

一般会計 住宅取得支援事業

0

300,000

72,000

22年度

№ 会計名

個人住宅の耐震化率

平成25年度における
主な事業内容（活動内容）

32年度
（最終目標値）

事務事業名
決 算 額（円）

3,000,000

3,600,000

65.4

Ｈ21年度実績

【空き家対策支援事業】
・用途地域内にある危険老朽空き家の解体工事に対して６件の補助金支援を行ない、付近住民が安心できる環境を
整備しました。
【住宅関連情報提供事業】
・魚津市地域住宅相談所に市民から９件の住宅の各種相談を依頼すると共に、イベント会場にて木工教室の開設や
木造住宅の啓発活動を行なう業務委託を行い、市民の住宅問題に対する適切な判断ができるようしました。
【住宅取得支援事業】
・市の人口増加を図るため、市外からの転入者が住宅取得をする際の補助金支援を30件行いました。

77.0

住宅関連情報提供事業

合　　計

0
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％
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予算現額（円）
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基本事業①を構成する事務事業の実績

66.265.6

0

16,295

成果指標名

0
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単位
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24年度 27年度
（中間目標値）

目標値（上段）及び実績値（下段）

定住対策の充実

施　策　名 住宅対策の推進

基本事業名①

空き家バンク制度利用者累計 23

施策Ｎｏ． 17
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基 本 事 業 概 要 シ ー ト ①

人
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0

基本事業①の目的（意図） 市内人口が年々減少しているため、市域内に定住し易いように住宅関係の支援制度の充実を行ないます。
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32年度
（最終目標値）

27年度
（中間目標値）

合　　計 60,033,850 54,026,463 6,007,387

0

0

0

0

0

耐用期限内の市営住宅数 戸

市営住宅の整備

基 本 事 業 概 要 シ ー ト ②

耐用期限内の市営住宅の割合 ％

496

376

基本事業名②

市営住宅の管理戸数

市営住宅維持管理事業

【市営住宅維持管理事業】
・各市営住宅の樹木管理や水漏れ・雨漏り等の修繕工事を行い、住宅入居者の快適性を高めると共に安全性確保
に努めました。
・住宅家賃の滞納者に対し、特に悪質な人に住宅明け渡しの裁判を実施中であり、適正管理に努めています。
【市営住宅整備事業】
・市営住宅長寿命化計画に則り、道下団地１号棟の屋上防水工事を行いました。
・著しく老朽化した吉島団地と西川原団地の住宅30戸を解体して適正な管理を行いました。

329
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13,406,000
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単位

基本事業②の目的（意図）

平成25年度における
主な事業内容（活動内容）
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市営住宅整備事業

Ｂ10,537,692 2,868,308

43,488,771 Ａ3,139,079 都市計画課

都市計画課

70.0

担当課
１次評価結果

76.7
74.0

331

498

住宅に困窮する市民に対して、安全で快適な市営住宅を提供します。

464
戸 434 400

決 算 額（円）

68.0

予算残額（円）

平成25年度

484

目標値（上段）及び実績値（下段）

321 321

一般会計

Ｈ21年度実績
22年度

基本事業②を構成する事務事業の実績

事務事業名

64.5 69.2
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23年度 24年度 25年度 26年度

№ 会計名

64.5

施策Ｎｏ． 17 施　策　名

予算現額（円）

住宅対策の推進

成果指標名
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２．施策の成果実績に結びついている主な取り組み（事務事業）の総括

【定住対策の充実】
◆所有者へ空き家登録バンク制度の周知をすることで、健全な空き家の有効利用を図っています。
◆老朽した空き家は解体するより手立てはないので建物解体を啓発し、解体後の土地の流動化による人口増加に繋がるように進めます。
◆空き家対策については、国で法律を作成する動きがあるので、その動向を見定めながら当市の条例化も検討します。

【市営住宅の整備】
◆市営住宅における適正な入居資格の審査と市営住宅使用料滞納整理事務処理要綱の適正な運用に努めます。
◆老朽市営住宅の安全・安心を確保するため、入居者との協議を行ない別の市営住宅等へ転居を促し、空き家になった建物から、順々に解体しま
す。なお、全ての建物を解体した後の土地については、公共事業の代替え用地とする活用や民間へ譲渡する計画案を検討します。

【定住対策の充実】
＜住宅関連情報提供事業＞
◆魚津市地域住宅相談所に市民からの住宅の各種相談９件を依頼すると共に、イベント会場にて木工教室の開設や木造住宅の啓発活動を行なう
業務委託を行ない、市民の住宅問題に対する適切な判断ができるようしました。
＜住宅取得支援事業＞
◆市民の人口増加を図るために、市外からの転入者が住宅取得をするための補助金支援を30件行ないました。
＜空き家対策支援事業＞
◆用途地域内にある危険老朽空き家の解体工事に対して６件の補助金支援を行ない、付近住民が安心できる環境を整備しました。
◆不動産業者や各個人から情報提供された空き家・空き地を市ホームページ上で知らせ、５件の有効利用の促進に努めました。

【市営住宅の整備】
＜市営住宅維持管理事業＞
◆市営住宅使用料滞納整理事務処理要綱に基づき、悪質な入居者に対して裁判係争を実施中です。
＜市営住宅整備事業＞
◆市営住宅長寿命化計画に則り、鉄筋コンクリート建てである道下住宅団地1号棟の屋根防水等の大規模改修を実施し、入居者の快適な暮らしを
保持しました。
◆老朽化の著しい吉島住宅団地で26戸と西川原住宅団地で４戸の解体工事を行ない適正な管理を行ないました。

施　策　名 住宅対策の推進

　（25年度において、施策及び基本事業の成果向上に貢献した主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

１．施策（基本事業）の成果水準とその背景
（成果水準が、ここ数年の間どのように推移しているか、近隣他市と比較してどうか、住民期待水準と比較してどうかなどを記述）

25年度の
評価結果
（基本事業
の成果を

考慮し記載）

３．施策の課題認識及び取り組み状況

　（前年度末で残った課題、既に現年度で取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【定住対策の充実】
◆空き家空き地情報バンク制度は空き家を利用したい人の問い合わせもありますが、制度に登録する人が少ない状況です。また、用途地域内限
定ですが空き家の再利用型と解体型の補助金支援を実施し、解体型の件数が伸びました。
◆空き家空き地情報バンク制度は、滑川市が平成18年度、当市は19年度から実施しており、黒部市は未実施です。なお、当市と滑川市は地域限
定であるが危険老朽空き家対策事業を実施し、積極的な住居環境の整備に取組んでいます。
◆市街地区域では人口の空洞化が進むのと並行して空き家も多くなっているので、地域の活性化や定住化を促進するために空き家利活用等の対
策が必要です。

【市営住宅の整備】
◆老朽した市営住宅は入居者との協議を行ない他の住宅等に転居していただいたことから、多くの建物除却が進みました。
◆当市の市営住宅434戸は、近隣他市（滑川市203戸、黒部市271戸）よりも多く所有していますが、耐用年数を超えているため77戸の募集停止の
空き戸数を抱えています。ただ、長屋建てなので1棟全てが空き室にならないと除却できない状況です。
◆老朽化の激しい募集停止としている市営住宅は、周囲住民からも健全な対応策を求められています。

部会評価
（協議結果、
今後の方針
及び課題等
について記

載）

施策の重要度 一般

◆個人家の耐震に対する意識向上を図りながら、増加する空き家に対して有効な施策を整理すること。
◆市営住宅においても適切な管理を行なうと共に、著しく老朽化した建物は解体して団地跡地を有効利用できるように進めること。
◆また、昨年度に引き続いて、定住促進に向けて住宅に関する各事業に取り組むこと。

経営戦略会
議における施
策の課題及

び方針

施策の重要度 重点

◆個人居宅の耐震に対する意識向上を図るとともに、増加する空き家の状況再調査を実施し有効な施策を整理します。
◆市営住宅の適切な管理を行なうとともに、著しく老朽化した建物は解体し、団地跡地の有効活用を図ります。
◆定住者が増加するように住宅に関する施策を充実させます。


